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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

１．基本的な考え方

当社は、当社グループの責任ある経営体制の確立と業務の健全かつ適切な運営を確保し、株主、お客さま、従業員、地域社会等すべてのステー
クホルダーからの高い信頼の獲得と企業価値向上の実現を目指し、次の基本的な考え方に沿って、コーポレート・ガバナンスの強化・充実に努め
ております。

（１）株主の権利を尊重し、平等性を確保する。

（２）株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、ステークホルダーと適切に協働する。

（３）会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。

（４）取締役会の透明、公正かつ迅速・果断な意思決定機能と独立社外取締役の活用による取締役会の業務執行の監督機能の実効性を確保す
る。

（５）持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に向けた株主との建設的な対話に努める。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

コーポレートガバナンス・コードの各原則について、全てを実施しております。

改訂後のコーポレートガバナンス・コードの内容を踏まえた「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」については、準備が出来次第、速やかに提
出致します。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】

政策保有株式の保有および議決権に関する基本方針につきましては、当社ホームページにて公表しております「コーポレート・ガバナンスに関す
る基本方針」の第7条（政策保有株式の保有および議決権に関する基本方針）に規定しており、その内容は以下のとおりであります。

○上場株式の政策保有に関する方針

・当社または当社グループの中核事業会社である子銀行は、当社グループならびに取引先の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上、また
は取引先との安定的な取引関係の構築を目的として、純投資目的以外の株式（以下「政策保有株式」という。）を保有することができる。その場合
であっても、当社または子銀行は、毎年、取締役会において、保有する主要な政策保有株式について、そのリスクとリターン等を踏まえた中長期
的な経済合理性や将来見通し、それらを踏まえた保有の狙いや合理性に基づき、保有の可否を検証する。

○政策保有株式に関する議決権行使基準

・当社または子銀行は、政策保有株式の議決権について、次に掲げる考え方のもと、原則すべての議案に対して行使する。

（１）当社グループおよび取引先における持続的な成長と中長期的な企業価値向上の観点、株式価値の維持・向上の観点から、議案ごとに賛否を
判断する。

（２）株式価値に大幅な変動を及ぼす場合のほか、当社または子銀行による保有の狙い等に深刻な影響を与えるおそれがある場合等、特に注意
を要する議案については、必要に応じ、当該取引先との対話等による十分な情報収集をはかるなど、議案に対する賛否を慎重に判断する。

【原則1-7】

当社では、当社および株主の皆さまの共同の利益を害することのないよう、また、そうした懸念を惹起することのないよう、当社グループにおいて、
役員・主要株主等との取引を行う場合には、以下のとおり対応することとしております。

・取締役は、当社の競業業務を行う場合、または利益相反に該当する取引を行う場合、取締役会の承認を得なければならないこととしております。

・当社は、子会社または主要株主（直接または間接に10％以上の議決権を保有する株主）との間で、通常一般に行われる取引条件によらない取
引を行う場合、取締役会の承認を得なければならないこととしております。

【原則3-1】

（１）当社グループは、「質の高い総合金融サービスの提供を通じ、地域とともに、ゆたかな未来を創り続けます。」とのグループ経営理念のもと、地
域との強固な信頼関係を事業基盤に、総合金融サービスの提供を通じ、地域とともに発展・成長してまいります。

この経営理念の実現を通じ、当社グループの持続的成長と中長期的な価値の向上をはかるため、当社グループの経営戦略・経営計画として、グ
ループ中期経営計画を策定しております。詳細は、当社ホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/company/policy/）

（２）当社では、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方、枠組みおよび運営方針を定めた「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」
を定め、当社ホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/company/governance/）

（３）取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続きにつきましては、当社ホームページにて公表しております「コーポレート・ガバナンスに関
する基本方針」の第23条（経営陣の報酬等）に規定しておりますので、ご参照ください。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/company/governance/）

（４）取締役候補者の選任にあたっての方針と手続きにつきましては、当社ホームページにて公表しております「コーポレート・ガバナンスに関する



基本方針」の第14条（取締役会の構成）、第16条（取締役の選任）、第19条（監査等委員会の構成等）に規定しておりますので、ご参照ください。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/company/governance/）

（５）取締役候補者の選任理由につきましては、当社ホームページにて公表しております「株主総会招集ご通知」に掲載しておりますので、ご参照く
ださい。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/shareholder/stock/generalmeeting.html）

【補充原則4-1-1】

当社の取締役会の専決事項ならびに経営陣に対する委任の範囲等に関する考え方は、当社ホームページにて公表しております「コーポレート・ガ
バナンスに関する基本方針」の第13条（取締役会の役割・責務）に規定しておりますので、ご参照ください。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/company/governance/）

【原則4-8】

取締役会は、取締役会の全体としての多様な知見・専門性を備えたバランスの取れた構成をはかるとともに、独立社外取締役を2名以上選任する
こととしております。なお、取締役会の構成、取締役の選任については、当社ホームページにて公表しております「コーポレート・ガバナンスに関す
る基本方針」第14条（取締役会の構成）、第16条（取締役の選任）に規定しておりますので、ご参照ください。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/company/governance/）

【原則4-9】

社外取締役の独立性基準については、当社ホームページにて公表しております「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」の脚注5に規定して
おりますので、ご参照ください。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/company/governance/）

【補充原則4-11-1】

取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方、取締役の選任に関する方針・手続につきましては、当社
ホームページにて公表しております「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」第14条（取締役会の構成）、第16条（取締役の選任）に規定して
おりますので、ご参照ください。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/company/governance/）

【補充原則4-11-2】

取締役候補者の重要な兼職の状況については、当社ホームページにて公表しております「株主総会招集ご通知」に掲載しておりますので、ご参照
ください。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/shareholder/stock/generalmeeting.html）

【補充原則4-11-3】

当社の取締役会は、取締役会の運営の改善等に活用するため、毎年、各取締役に対して、取締役会の構成や運営等に関する意見を確認するな
どして、取締役会全体の実効性等について分析・評価を行うこととしております。2017年度の評価結果は、以下のとおりです。

＜評価プロセス＞

　2017年度の評価にあたっては、事前に、当社および子銀行の社外取締役全員がメンバーのエグゼクティブ・セッションにおいて、評価方法やアン
ケート内容について意見交換を実施いたしました。

　その上で、取締役会の構成や運営等に関するアンケートを全ての取締役に配布し、回答および意見を得ました。それらの回答ならびに意見を踏
まえた評価結果について、社外取締役が過半数を占めるコーポレート・ガバナンス委員会における審議を経たうえで、当社の取締役会は取締役
会全体の実効性に関する分析および評価の結果を決定いたしました。

（取締役会全体の実効性に関するアンケートの質問大項目）

　１．取締役(会)の役割・責務

　２．取締役会の構成等

　３．取締役会の運営等

　４．取締役会の機能発揮の状況

（スケジュール）

　・エグゼクティブ・セッションにおける意見交換　　　2017年11月21日

　・全取締役へのアンケート配布　　　　　　　　　　 　 2017年12月18日（回答期限　2018年1月29日）

　・コーポレート・ガバナンス委員会における審議　　2018年 2月19日

　・取締役会における審議（決議）　　　　　　　　　　　 2018年 3月19日

＜結果概要＞

　当社の取締役会は、その機能を発揮するうえで十分な知識・経験を有した取締役が適切に選任され、全取締役が取締役会の役割・責務を共有
した中で、全体最適化の視点から建設的かつ活発な議論を行っており、取締役会全体としての実効性は概ね確保されていることを確認いたしまし
た。

　2016年10月の経営統合間もなく実施した昨年度の評価において、新体制における取締役会の課題としていた「当社グループの経営の方針や経
営戦略に関する議論の充実」や「社外取締役間の活発な情報交換や認識の共有」についても、1年間を通した取締役会等の運営を通じ、概ね実現
できていることを確認しました。

　なお、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の一層の向上を目指すうえで、以下の事項を現時点での課題として認識し、必要な対
応を図っていくことを全取締役が共有しております。

　１．「取締役会における議論の充実」

　　　・　取締役会における、より深度のある議論に向けた論点の明確化や経営判断に必要な情報の拡充

　　　・　取締役会の研鑽機会提供の拡充

　２．「取締役会の監督機能の実効性向上」

　　　・　社内取締役の担当業務の枠を超えた、全社的な見地からの意見表明

　　　・　コーポレート・ガバナンス委員会審議内容の取締役会への適切な答申

【補充原則4-14-2】

取締役に対するトレーニングの方針については、当社ホームページにて公表しております「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」第24条（取
締役の研鑽・研修）に規定しておりますので、ご参照ください。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/company/governance/）

【補充原則5-1】



株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針については、当社ホームページにて公表しております「コーポレート・ガ
バナンスに関する基本方針」第25条（株主・投資家との対話）に規定しておりますので、ご参照ください。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/company/governance/）

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

野村フィナンシャル・パートナーズ株式会社 122,900,000 10.42

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 47,818,800 4.05

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 40,118,360 3.40

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 37,982,600 3.22

日本生命保険相互会社 34,487,829 2.92

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 27,336,500 2.31

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 26,585,377 2.25

株式会社三菱UFJ銀行 22,225,649 1.88

住友生命保険相互会社 21,659,760 1.83

第一生命保険株式会社 19,948,312 1.69

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 銀行業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 12 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

菊池　龍三郎 その他

永沢　徹 弁護士 △

清水　孝 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

菊池　龍三郎 ○ ○

菊池龍三郎氏は、当社の子銀行である株
式会社常陽銀行の社外取締役に、2009年
6月より2016年6月まで就任しておりまし
た。

菊池龍三郎氏は、過去に社外役員となる以外
の方法で会社の経営に関与した経験はありま
せんが、大学教育に長く携わった専門的な知
見と幅広い知見により、2009年6月から株式会
社常陽銀行社外取締役、2016年10月より当社
社外取締役（監査等委員）として職務を適切に
遂行してきたことを踏まえ、当社の経営全般に
わたり、専門的見地による適切な指導・助言を
いただくことが期待でき、監査等委員である取
締役に選任いたしております。また、当社が定
める独立性基準に照らし、一般株主との利益
相反が生じるおそれがない社外取締役である
と判断し、独立役員として届け出ております。



永沢　徹 ○ ○

永沢徹氏と当社の子銀行である株式会社
足利銀行は、過去に法律顧問契約を締結
しておりましたが、2016年4月に法律顧問
契約を解消しております。また過去の契約
についても、取引条件が一般の取引と同
様であり、当社グループから得ている報酬
その他の財産上の利益が過去３年平均年
間1,000万円未満であることから、独立性
に懸念はないと判断しております。

永沢徹氏は、過去に社外役員となる以外の方
法で会社の経営に関与した経験はありません
が、企業法務に精通した弁護士としての専門
的知見及び経験を有し、2016年6月より株式会
社足利ホールディングス社外取締役、2016年
10月より当社社外取締役（監査等委員）として
職務を適切に遂行してきたことを踏まえ、当社
の経営全般にわたり、専門的見地による適切
な指導・助言をいただくことが期待でき、監査等
委員である取締役に選任いたしております。ま
た、当社が定める独立性基準に照らし、一般株
主との利益相反が生じるおそれがない社外取
締役であると判断し、独立役員として届け出て
おります。

清水　孝 ○ ○ 該当事項はありません。

清水孝氏は、過去に社外役員となる以外の方
法で会社の経営に関与した経験はありません
が、会計学に精通した専門的な知識と幅広い
知見を有し、2016年10月より当社社外取締役
（監査等委員）として職務を適切に遂行してきた
ことを踏まえ、当社の経営全般にわたり、専門
的見地による適切な指導・助言をいただくこと
が期待でき、監査等委員である取締役に選任
いたしております。また、当社が定める独立性
基準に照らし、一般株主との利益相反が生じる
おそれがない社外取締役であると判断し、独立
役員として届け出ております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 5 2 2 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会を補助する専任の使用人を監査等委員会の事務局として配置しております。監査等委員会スタッフは、専ら監査等委員の指示に
従って監査等委員会の職務の補助を行うこととし、業務執行に関わらないこととしております。また、監査等委員会スタッフの人事異動を行う場合
には、監査等委員会の同意を要することとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

ア．内部監査部門と監査等委員会との連携

　常勤の監査等委員は、内部監査部門である監査部と監査体制や監査方針（内部監査計画）について、意見交換を実施しております。また、監査
部監査結果について報告を受ける等により、連携強化に努めております。

イ．内部監査部門と会計監査人との連携

　監査部は、会計監査人（有限責任監査法人トーマツ）と、適宜、監査方針（内部監査計画）や監査体制について意見交換を行い、内部監査の実
効性確保に努めております。

ウ．監査等委員会と会計監査人との連携

　監査等委員会は、会計監査人より監査計画書を受領しその重要事項の説明を受けるとともに、定期的な面談を行い監査実施状況の報告を受
け、意見交換を行うなど、実効的かつ効率的な監査の実施を図るべく、連携を密にして取り組んでおります。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）



指名委員会に相当
する任意の委員会

コーポレート・ガバナ
ンス委員会

7 0 2 3 0 2
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

コーポレート・ガバナ
ンス委員会

7 0 2 3 0 2
社外取
締役

補足説明

当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に向けた、コーポレート・ガバナンスの実効性を高めるため、当社取締役会の諮問機関
として、コーポレート・ガバナンス委員会を設置し、取締役候補の選定や取締役の報酬に関する事項等を審議し、取締役会への答申を行っており
ます。

(コーポレート・ガバナンス委員会の概要)

１．目的

当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に向けた、コーポレート・ガバナンスの実効性を高めるため、当社取締役会の諮問機関
として、コーポレート・ガバナンス委員会（以下「委員会」という）を設置し、以下に掲げる事項を審議する。

（１）取締役候補者の選定に関する事項

（２）取締役の報酬に関する事項

（３）株主の声の収集・分析に関する事項

（４）その他コーポレート・ガバナンスの向上に関し、取締役会が諮問する事項

２．構成

・委 員：当社の社外取締役全員および代表取締役、ならびに子銀行が選定する子銀行の社外取締役（子銀行ごとに1名）を委員とする。

・委員長：当社の社外取締役の中から委員の互選によって決定する。

・委員会の構成は、社外取締役（子銀行の社外取締役を含む。）が過半数を占めるものとする。

３．運営等

・委員会は、必要に応じて随時開催する。

・取締役会は、委員会の答申を尊重し、重要な事項に関する意思決定ならびに取締役の職務の監督に反映する。社外取締役は、コーポレート・ガ
バナンス委員会の審議を通じて、取締役の職務の執行の監査を行うにあたって必要な重要情報の収集ならびに社外取締役間の連携、独立した
客観的な立場による適切な判断、能動的・積極的に権限を行使し経営陣に適切に意見を述べる機会を確保する。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

社外取締役3名のうち、独立役員の資格を満たす3名を独立役員に指定しております。

取締役会は、独立性を有する社外取締役が2名以上となるよう、社外取締役候補者を選任することとしております。なお、独立性の判断基準は以
下のとおりです。

１．独立性を有する社外取締役とは、会社法第２条第15号に定める社外取締役としての法的要件を満たし、かつ、以下のいずれの要件にも該当し
ない者とする。

（１）当社の主要株主（直接または間接に10％以上の議決権を保有する者）またはその業務執行取締役もしくは執行役または支配人その他の使
用人（以下「業務執行取締役等」という。）

（２）当社グループを主要な取引先とする者（次のア～イに掲げる者でその親会社もしくはその重要な子会社を含む。）、またはその業務執行取締
役等

ア．直近の事業年度における連結総売上高の２％以上の支払いを、当社グループから受けている者

イ．当社グループから受ける融資残高が最上位となっている者で、かつ他の調達手段により短期的に代替が困難と判断される場合

（３）当社グループの主要な取引先（次のア～イに掲げる者でその親会社もしくはその重要な子会社を含む。）、またはその業務執行取締役等

ア．当社グループに対して、直近の事業年度における当社連結業務粗利益の２％以上の支払いを行っている者

イ．当社グループが、その資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している大口債権者等

（４）当社グループから、過去３年平均にて年間1,000万円を超える寄付等を受けている法人・団体等の理事その他の業務執行取締役等

（５）当社グループから、役員報酬以外に過去３年平均にて年間1,000万円以上の報酬その他の財産上の利益を得ているコンサルタント、会計専門
家または法律専門家（当該財産を得ている者が法人・団体等である場合は、当該法人・団体等に所属する者を含む。）

（６）過去３年間において、上記（１）から（５）の条件に該当する者

（７）当社グループとの間において社外役員の相互就任の関係にある先の出身者

（８）本人の配偶者または二親等以内の親族が、上記（１）から（７）の条件に該当する者

（９）その他、当社の一般株主全体との間で上記（１）から（８）において考慮されている事由以外の事情で恒常的に実質的な利益相反が生じるおそ
れがある者

２．上記（１）から（９）のいずれかを充足しない者であっても、当該人物の人格、識見等に照らし、当社の独立性を有する社外取締役としてふさわし
いと当社が考える者については、当社は、当該人物が会社法上の社外取締役の要件を充足し、かつ、当該人物が当社の独立性を有する社外取
締役としてふさわしいと考える理由を対外的に説明することを条件に、当該人物を当社の独立性を有する社外取締役候補者として選任することが
できる。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入



該当項目に関する補足説明

当社は、取締役（監査等委員を除く）の報酬と当社の業績および株主利益の連動性を一層高めることを目的に、株主総会で定められた会社役員
に対する報酬限度額の範囲内で、株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権を発行することとしております。

また、各取締役（監査等委員を除く）の報酬月額は、役位別に基本額を定めております。賞与については、役位別の基本額を定め、年度毎の連結
の利益水準（自己資本当期純利益率）に応じて増減させた金額の総額を上限とし、その範囲内において賞与の支給総額を決定し、各取締役（監
査等委員を除く）への配分は、役位別の基本額を基準に、各々の業績への貢献度合いを勘案し決定することとしております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、子会社の取締役、その他

該当項目に関する補足説明

付与対象者は当社の取締役(監査等委員を除く)と子銀行の取締役(監査等委員を除く)および執行役員です。

取締役(監査等委員を除く)および執行役員は業績向上に果たす役割の重要度が高いことから、権利付与の対象としております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書において全取締役の報酬等の総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社では、2016年6月28日開催の定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く）に対する限度額を年額200百万円、監査等委
員である取締役に対する限度額を年額80百万円とする旨、決議を行っております。

取締役（監査等委員を除く）の報酬等は、報酬月額、賞与、ストック・オプションにより構成され、いずれも定められた基準にもとづき、コーポレート・
ガバナンス委員会の諮問を経て、取締役会にて決定いたします。各取締役（監査等委員を除く）の報酬月額は、役位別に基本額を定めておりま
す。賞与は、役位別の基本額を定め、年度毎の連結の利益水準（自己資本当期純利益率）に応じて増減させた金額の総額を上限とし、その範囲
内において賞与の支給総額を決定し、各取締役（監査等委員を除く）への配分は、役位別の基本額を基準に、各々の業績への貢献度合いを勘案
し決定しております。ストックオプションは、１株当たりの権利行使価額を１円とする新株予約権を用いた株式報酬型のストックオプションを付与す
ることとし、各取締役（監査等委員を除く）のストックオプション報酬額は役位別に定めております。

監査等委員である取締役の報酬等は、報酬月額により構成され、監査等委員会の協議により決定しております。なお、報酬月額はその職務に鑑
み、固定報酬としております。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に対しては、取締役会付議事項について事前に資料を配布し、必要に応じ経営企画部の職員が事前説明を実施しております。さら
に、監査等委員である社外取締役の監査業務におきましては、監査等委員会の職務を補助するため配置している監査等委員会スタッフが、監査
業務に必要なサポートを行っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

藤澤　智
株式会社足利
銀行取締役会
長

株式会社足利銀行の業務執行の
監督

常勤、報酬あり 2016/10/1

株式会社足利銀
行の2019年3月期
定時株主総会の
終結の時まで

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項



・当社には、相談役・顧問制度はございません。

・藤澤智は、2016年10月1日まで、当社（旧足利ホールディングス）取締役兼代表執行役会長ならびに足利銀行取締役会長（現任）を兼職しており
ましたが、2016年10月1日に、当社と常陽銀行が経営統合したことに伴い、当社取締役を退任いたしました。

・主要子会社である常陽銀行では、同行の代表取締役経験者を、公職・地域貢献活動等の社外活動に従事する目的で、顧問とする場合がござい
ます。同行の元代表取締役である顧問の状況は以下のとおりでございます。

【氏名】　　　　【役職・地位】　　　　　　【業務内容】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【勤務形態・条件】　　【社長等退任日】　　【任期】

澁谷　勲　 　 常陽銀行特別顧問　　公職・地域貢献活動等の社外活動（経営非関与）　　非常勤・報酬あり　　2011年6月28日　　　2019年6月末

鬼澤　邦夫　 常陽銀行特別顧問　　公職・地域貢献活動等の社外活動（経営非関与）　　非常勤・報酬あり　　2018年6月27日　　　2019年6月末

常陽銀行の特別顧問は、経営のいかなる意思決定にも関与しておらず、当該顧問との契約においても経営に一切関与しない旨、規定しておりま
す。常陽銀行の顧問委嘱は、同行の社外取締役が過半数を占めるコーポレート・ガバナンス委員会に諮問したうえで、同行の取締役会決議により
決定しております。

・上記の社長等退任日には、当社または常陽銀行の取締役退任日を記載しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）当社におけるコーポレート・ガバナンス体制の概要は以下の通りです。

ア．取締役会

取締役会は、取締役１２名（うち社外取締役３名）で構成され、経営の基本方針や重要な業務等を決定するとともに、取締役の職務の執行の監督
を行っております。弁護士や学識経験者等複数の社外取締役の配置による透明かつ公正な意思決定機能と高い監査・監督機能を確保しつつ、業
務執行の決定権限の多くを当社グループの知見とノウハウが集結する取締役会の構成員たる取締役に委任することにより、迅速・果断な意思決
定と業務執行の実現を図っております。

取締役会は原則月１回開催しております。

イ．監査等委員会

監査等委員会は、監査等委員である取締役５名（うち社外取締役３名）で構成され、取締役の職務の執行を監査し、株主総会に提出する会計監査
人の選任及び解任、並びに会計監査人を再任しないことに関する議案の内容等の決定を行っております。監査等委員会は原則月１回開催してお
ります。

ウ．コーポレート・ガバナンス委員会

当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に向けた、コーポレート・ガバナンスの実効性を高めるため、取締役会の諮問機関とし
て、コーポレート・ガバナンス委員会を設置しております。コーポレート・ガバナンス委員会は社外取締役（子銀行の社外取締役を含む）を過半数と
する構成とし、取締役候補者の選定や取締役の報酬に関する事項等を審議し、取締役会に答申しております。

エ．決議機関

当社は、取締役会の決定に基づき、業務執行上の重要事項を協議・決定する機関として、経営会議、ＡＬＭ・リスク管理委員会、コンプライアンス
委員会、システム統合委員会を設置しております。

(ア)経営会議

経営会議は、業務執行取締役全員により構成し、取締役会から委譲された権限の範囲内で業務執行の決定を行うほか、業務執行上の重要事項
を協議しております。なお、経営会議は、毎月１回の定例開催のほか、必要に応じ随時開催しております。

(イ)ＡＬＭ・リスク管理委員会

ＡＬＭ・リスク管理委員会は、業務執行取締役全員ならびに経営企画部統括部長、経営管理部統括部長、経営管理部バーゼル室長により構成
し、取締役会から委譲された権限の範囲内においてグループのリスク管理およびＡＬＭに関する業務執行の決定を行うほか、業務執行上の重要
事項の検討および協議を行っております。なお、ＡＬＭ・リスク管理委員会は、毎月１回の定例開催のほか、必要に応じ随時開催しております。

(ウ)コンプライアンス委員会

コンプライアンス委員会は、業務執行取締役全員ならびに経営企画部統括部長、経営管理部統括部長、監査部統括部長により構成し、取締役会
から委譲された権限の範囲内において法令等遵守に関する業務執行の決定を行うほか、法令等遵守の実践に関する重要事項の検討および協
議を行っております。なお、コンプライアンス委員会は、四半期に１回の定例開催のほか、必要に応じ随時開催しております。

（エ）システム統合委員会

システム統合委員会は、業務執行取締役全員により構成し、取締役会が決定したシステム統合プロジェクト計画書に基づき、取締役会から委譲さ
れた権限の範囲内においてプロジェクト全体の管理・監督や業務執行の決定を行うほか、業務執行上の重要事項の検討及び協議を行っておりま
す。なお、システム統合委員会は、毎月1回の定例開催のほか、必要に応じ随時開催することとしております。

（２）監査等委員会の機能強化に向け、内部監査部門と適切な連携を図るため、内部監査部門である監査部の人材・体制の充実を図っておりま
す。なお、監査部は32名（2018年5月末）で構成しております。また、監査等委員会の適切な監査環境を確保するため、監査等委員会を補助する専
任の使用人の配置等、監査等委員会が適正かつ実効的な監査を実施できる体制としております。

監査等委員には、監査等委員としての職務を適切に遂行できる知識・経験を有している者を選任し、さらに、独立性の高い社外役員を過半数（3
名）選任しているほか、財務・会計に関する知見を有するものを監査等委員に選任しております。

（３）当社は定款において、社外取締役の責任限定契約に関する規定を設けております。当該定款に基づき当社が社外取締役の全員と締結した
責任限定契約の概要は次のとおりであります。

（責任限定契約）

会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うについて善意でかつ重大な過失がないときは、金1,000万円と会社法第425条第１項に定
める責任限度額とのいずれか高い額を限度として損害賠償責任を負うものとしております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、複数の社外取締役の配置による透明かつ公正な意思決定機能と高い監査・監督機能を確保しつつ、業務執行の決定権限の多くを当社
グループの知見とノウハウが集結する取締役会の構成員たる取締役に委任することにより、迅速・果断な意思決定と業務執行を実現しうる企業統
治システムである「監査等委員会設置会社」を選択しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2018年6月27日開催の第2期定時株主総会の招集ご通知を2018年6月1日（26日前）に発
送いたしました。

集中日を回避した株主総会の設定
株主総会については、年間を通し最も集中する日とならないよう開催日を設定しておりま
す。

電磁的方法による議決権の行使
株主総会に出席できない株主の利便性向上を図るため、インターネットによる議決権行使
を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームを利用すること
としております。

招集通知（要約）の英文での提供
2018年6月27日開催の第2期定時株主総会の招集ご通知を英訳し、東京証券取引所、株
式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム、当社のウエブ
サイトに掲載しました。

その他
招集ご通知を、発送日に先立つ5月25日に、東京証券取引所への開示を行うとともに、当
社ホームページに掲載しました。また、株主総会終了後に、臨時報告書をホームページに
掲載し、株主総会議案の議決結果を公表しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社ではディスクロージャーへの積極的な取組みをコーポレートガバナンスの
一環と位置づけ、ディスクロージャーの充実を通じた株主・投資者の皆様の信
頼の向上こそが株主価値の増大につながるものと考えております。当社は、会
社情報の開示に係る当社グループの基本姿勢・方針を示す「ディスクロー
ジャーポリシー」を制定し、当社ホームページ上で公表しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
個人投資家向けの会社説明会を開催しています。

2017年度開催実績 8回
なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年2回の決算発表後にアナリスト・機関投資家向け決算説明会を開催していま
す。

あり

IR資料のホームページ掲載
機関投資家向け説明会で使用する資料を速やかにホームページに掲載してお
ります。あわせて、英文版の資料も同時に掲載しています。

IRに関する部署（担当者）の設置
経営企画部内に広報室を設置しております。

ＩＲ担当役員は経営企画部を担当する取締役です。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

グループ経営理念を、「質の高い総合金融サービスの提供を通じ、地域とともに、ゆたかな
未来を創り続けます。」と定め、株主、お客さま、従業員、地域社会等すべてのステークホ
ルダーと適切に協働し、地域の持続的成長に貢献してまいりたいと考えております。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループでは、CSRへの取り組みが「持続可能な地域社会の実現」に貢献するもので
あり、さらには当社グループの持続・永続的な発展につながるものとして、CSRを行動の基
軸に位置づけ、グループ役職員が一体となり取り組んでおります。

CSRへの活動を実践し具現化していくにあたっては、以下の3つを重点取り組み課題として
おります。

①地域に密着した総合金融グループとして、健やかで美しい環境を未来に伝える「環境」へ
の取り組み

②活力に満ちた地域づくりや企業活動を助成する「経済」への取り組み

③安全・安心なまちづくりや次世代教育に資する「社会」への取り組み

なお、具体的な活動は、ホームページやディスクロージャー誌で情報を開示しております。

（http://www.mebuki-fg.co.jp/csr/）

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

銀行法に基づくディスクロージャー誌については法定項目の開示にとどまらず、広くステー
クホルダーに対する情報提供をも目的として編集しています。また、当社および子銀行の
ホームページ上でもステークホルダーに対する情報提供を行っています。

その他

【女性の活躍促進に向けた取組み】

子銀行である常陽銀行および足利銀行を通じ、女性が積極的に活躍できる組織作りを目
指し、取り組んでいます。

＜常陽銀行＞

(1)2015年6月にワークライフバランス諸制度（「介護短時間勤務制度」「パートタイマー転換
制度」）導入し、その徹底・浸透を図っております。

(2)子育て支援手当て、保育手当を導入しております。

(3)仕事のやりがいを再確認するとともに、一つ上のステージへのチャレンジ意欲を喚起す
る機会を拡大することを目的にキャリア形成支援研修を拡充しております。

(4)キャリア形成意欲の変化に対応するため引き続き、コース転換を推進してまいります。
なお、意欲と能力のある一般職を早期に総合職・特定総合職へコース転換できる「キャリア
チャレンジ制度」を2015年7月に導入し、積極的なチャレンジを促しております。

(5)女性活躍推進法に基づく2016年4月からの4年間を計画期間とする一般事業主行動計
画を策定し、女性の活躍支援に向けた取り組みを強化しております。

・目標1　男性行員の育児休職取得率を80％以上にする。

・目標2　働き続けることのできる環境を整備し、女性の平均勤続年数の向上を図る。

・目標3　女性管理職（支店長代理以上の役職者）の割合を10％以上、係長以上の割合を
20％以上にする。

※2018年3月31日時点の女性管理職割合：9.3％（112名）、女性係長以上の割合：20.9％
（369名）

＜足利銀行＞

(1)2014年度より、「再雇用制度」「職位復職制度」「半日休暇制度」を導入しております。

(2)女性活躍機会拡大に向けて、女性の渉外担当を配置し、体系的に育成しております。

(3)2015年8月に、栃木労働局より次世代育成支援対策推進法に基づく「基準適合一般事
業主」として認定を受けております。

(4)女性活躍推進法に基づき策定した行動計画（計画期間：2016年4月～2021年3月）にお
いて、「総合行員の採用に占める女性割合を毎年度30％以上とする」、「女性役職者の人
数を計画期間終了時までに10％以上増加させる」ことを目標としております。

※総合行員（含むエリア総合行員）の女性採用割合：38.8％（2018年4月入行）、2018年3月
31日現在の女性役職者数：186名（女性比率13.1％）



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、グループ経営理念にもとづき、質の高い総合金融サービスの提供を通じ、お客さまならびに地域の持続的成長に貢献し続けるため、当社
およびその子会社（以下「当社グループ」という。）の業務が、適切な監査・監督体制のもと、法令および定款に適合し、かつ、その適正を確保する
ための体制を整備するうえでの基本方針として、「内部統制システムの整備に係る基本方針」を取締役会において定めております。

（１）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

ア．当社は、法令等遵守（以下「コンプライアンス」という。）を当社グループ経営の最重要課題の一つとして位置づけ、企業活動の基本方針として
の企業倫理、行動基準ならびに反社会的勢力との関係を遮断する方針等を定めた「グループコンプライアンス基本規程」を制定し、役職員に徹底
をはかる。

イ．取締役会は、取締役会規程にもとづき適正に運営し、経営の基本方針を決定するとともに、取締役の職務の執行を適切に監督する。

ウ．取締役会は、当社グループのコンプライアンスを管理統括する部署を設置し、コンプライアンス態勢の整備・確立をはかるとともに、「コンプライ
アンス委員会」を設置し、当社グループ全体のコンプライアンスに関する重要な業務執行の決定ならびに分析・評価・改善をはからせ、定期的に報
告を受け、その業務の執行を監督する。

エ．取締役会は、当社グループの役職員が他の役職員による法令等に反する行為、不正な行為またはそのおそれのある行為を認めた場合、直ち
に監査等委員会またはコンプライアンスの管理統括部署に報告する体制、内部通報制度ならびに懲戒にかかる規則等を整備し、法令等に反する
行為、不正な行為に対しては、懲戒を含め厳正に対処する。

オ．取締役会は、業務執行部署から独立した内部監査部署を設置し、コンプライアンス態勢等を含む内部管理の適切性と有効性を監査させる。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

ア．取締役の職務の執行に係る情報は、適切な保存・管理のために規程を整備し、諸会議の議事録およびその他の文書等として保存および管理
する。

イ．監査等委員会または監査等委員会が選定する監査等委員は、取締役の職務の執行に係る文書等をいつでも閲覧することができることとす
る。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア．取締役会は、リスク管理の基本方針および管理態勢等を定めた「グループリスク管理基本規程」を中心として、リスク関連規程を体系的に整備
するとともに、リスク管理の統括部署を設置し、当社グループの損失の危険を適切に管理する。また、自然災害等により当社グループの事業活動
等が深刻な損失を被る危機発生時に備えた事業継続体制を整備する。

イ．各種リスクは、可能な限り総合的に把握し管理運営することとし、各種リスク管理の方針・手続き等は業務内容や市場環境の変化を勘案して
適時適切に見直しを行うこととする。

ウ．取締役会は、当社グループが有するリスクを統括的に管理する責任者として、リスク管理担当役員をおくとともに、リスク管理に関する重要な
業務執行の決定ならびにリスク管理に関する事項の分析・評価・改善を行う「ＡＬＭ・リスク管理委員会」を設置し、定期的にまたは必要に応じ随時
リスクの状況を把握・分析・評価させ、必要な対応を適時適切に指示する態勢を構築するほか、定期的に報告を受け、その業務の執行を監督す
る。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア．取締役会は、当社グループの目指す姿と業績目標を明確にするため、経営計画を策定する。

イ．取締役会は、当社の組織、分掌、職制等業務運営に関する基本的事項を定め、業務の組織的、効率的かつ健全な運営をはかる。

ウ．取締役会は、業務執行取締役の担当業務および職務内容ごとに決裁権限を明確にした職務権限規程を定め、効率的な業務運営をはかる。

エ．業務執行取締役は、取締役会から委任された職務について、その権限の範囲において適切かつ効率的な職務執行を実現するとともに、定期
的に、取締役会において職務執行状況を報告する。

（５）当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制）

ア．取締役会は、グループ内会社から当社に対して行う協議・報告事項を含む当社グループの経営管理に関する基本的事項を定め、当社グルー
プの健全かつ適切な運営を確保する。

（子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制）

イ．当社は、グループ内会社の規模、特性および事業内容等を踏まえつつ、直接または直接出資会社をしてグループ内会社に対し、所在する各
種リスク等に応じた対応規程等の制定などの必要な態勢整備をはからせるとともに、当社グループが抱える各リスクの特性を正しく認識・把握し、
適切にリスクを管理する。

（子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制）

ウ．当社は、当社グループの組織的、かつ効率的な事業活動展開のため、グループ内会社の事業内容、規模、当社グループ内におけるそれぞれ
の役割等を踏まえたうえで、各グループ内会社に対し、当社グループの経営理念、経営方針等を反映した経営計画を立案させ、その執行状況を
適切に管理する。

（子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制）

エ．当社は、グループ内会社に対し、直接または直接出資子会社をしてコンプライアンス態勢、顧客保護等管理態勢ならびに当社グループ内取引
の適切性確保のための態勢等を整備させ、これを適切に管理する。

オ．当社の内部監査部署は、直接またはグループ内会社の内部監査部署と連携して、当社グループ全体の内部監査態勢の把握につとめ、定期
的かつ必要に応じて、監査の有効性を評価し、その結果を取締役会および監査等委員会に報告する。

（６）財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グループは、財務報告に係る内部統制の適切な管理体制を確立するため、態勢整備および運用等にかかる必要な規則等を制定し、財務報
告の信頼性を確保する。

（７）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

当社は、監査等委員会室を設置し、監査業務の補助に足る能力・経験等を有した監査等委員会の職務を補助する使用人を１名以上配置する。

（８）前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性ならびに監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効性の確保
に関する事項



ア．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する人事異動は、監査等委員会の同意を得るものとするほか、監査等委員会は当該使用人の
人事考課に関し意見を付すことができるなどにより、その独立性を確保する。

イ．監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、専ら監査等委員の指示に従って監査等委員会の職務の補助を行うほか、取締役（監査等委員
である取締役を除く。）は、当該使用人がその職務を遂行するうえで、不当な制約を受けることがないよう、配慮しなければならない。

（９）当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人、ならびに子会社の取締役、監査役、使用人またはこれらの者から報告を受
けた者が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

ア．取締役会は、監査等委員会が当社グループにかかる重要事項を効率的に、かつ適時適切に把握できるよう、当社の取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）および使用人、ならびに子会社の取締役、監査役、使用人またはこれらの者から報告を受けた者が、監査等委員会に対して報
告すべき事項を定める。

イ．監査等委員は、その職務を遂行するために必要と判断したときは、いつでも当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）または使用人、
ならびに子会社の取締役、監査役、使用人またはこれらの者から報告を受けた者に報告を求めることができる。また、報告を求められた者は、そ
の求めに従い、速やかに報告しなければならない。

（10）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社グループは、監査等委員会へ報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由とした懲戒、差別等の報復行為、人事考課への悪影響等、い
かなる不利益な取扱いをしない。

（11）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に
係る方針に関する事項

監査等委員会または監査等委員が職務の執行のためにその費用を請求したときは、弁護士、公認会計士、その他外部専門家を必要に応じ任用
する場合または調査等の事務を委託する場合等に要する費用を含め、監査等委員会または監査等委員の職務の執行に必要でないと認められる
場合を除き、当社が負担する。

（12）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ア．監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するため、内部監査部署は、監査等委員会と連携し内部監査の有効な実施につとめる
ほか、監査等委員会の意見を聴取のうえ、内部監査計画を策定し、内部監査の結果を監査等委員会に報告する。

イ．代表取締役および会計監査人は、監査等委員会とそれぞれ定期的に意見交換会を開催する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社および当社グループ内会社における企業活動の基本方針である「企業倫理」において、「市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・
社会の発展を妨げる反社会的勢力に対しては、毅然とした対応を貫き、関係を遮断します。」との方針を定めております。

また、反社会的勢力との関係を遮断するため、以下のとおり取り組んでおります。

・反社会的勢力に対しては、当社グループの社会的責任を強く認識し、組織全体として対応します。

・平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部の専門機関と密接な連携関係を構築します。

・反社会的勢力とは、取引関係も含めて一切の関係を遮断します。

・反社会的勢力による不当要求に対しては、断固として拒絶し、民事と刑事の両面から法的対応を行います。

・反社会的勢力に対し、資金提供や利益供与等は絶対に行いません。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




	Sheet1

